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北海道小樽市基本計画 
 

 ─ ≤⌂╢  

（１）促進区域 

    

    設定する区域は、平成 30年 1 月 1 日現在における北海道小樽市の行政区域とし、面

積は 24,383haである。ただし、自然公園法に規定する国定公園、鳥獣の保護及び管理

並びに狩猟の適正化に関する法律に規定する鳥獣保護区、特定植物群落、北海道自然環

境等保全条例に規定する環境緑地保護地区、自然景観保護地区及び記念保護樹木を除

く。 

 なお、自然環境保全法に規定する原生自然環境保全地域及び自然環境保全地域、絶滅

のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律に規定する生息地等保護区は、本

促進区域には存在しない。  
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（２）地域の特色（地理的条件、インフラの整備状況、産業構造、人口分布の状況等） 

【地理的条件】 

○ 小樽市は、日本海・石狩湾に面する北海道の西海岸のほぼ中央に位置し、北海道の中心

都市・札幌市に隣接しているとともに、北海道の空の玄関口・新千歳空港には、鉄道や高

速自動車道を利用して約 70 分でアクセスでき、さらには小樽港、石狩湾新港という 2 つ

の重要港湾を擁しているなど、交通アクセスが整備された優れた立地環境を有する地域で

ある。 

  また、国際的な位置としては、北東アジアやロシア極東地域に近接しており、小樽港か

らは中国の主要都市を結ぶ外貿定期コンテナ航路が就航しているとともに、石狩湾新港地

域の開発の核となる石狩湾新港からは、アジアを代表するハブ港・韓国釜山港との間に外

貿定期コンテナ航路が開設されており、北方圏諸国をはじめ、アジア、北米地域を結ぶ日

本海側の拠点として、恵まれた地理的条件を有している。 

○ 小樽市の気候は、海洋性気候で温暖で気温の格差も小さく、気象庁の新平年値において、

北海道は台風の影響も極めて少ないことに加え、地震調査研究推進本部によると、今後 30

年で震度 6 弱以上の地震に見舞われる確率も低いとされており、自然災害リスクが低い地

域である。 

 

 
 

【インフラの整備状況】 

○ 道路 

   道央自動車道及び札樽自動車道、国道 5 号、337号、393号のほか、道道、市道が整備

されており、札幌市をはじめ道内主要都市との交通ネットワークが確立している。 

   小樽市及び石狩市にまたがる石狩湾新港地域からは、国道 231号や道道新川通を利用し

て札幌市中心部まで約 30分、新千歳空港までは、道央自動車道を利用して約 60分でアク

セス可能である。 

 また、国道 337号については、札幌市を迂回する道央圏連絡道路として、当市と新千歳

空港を直結する地域高規格道路としての整備も進められており、本市域に産業集積を図る

上からも特に重要な路線となっている。 
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○ 鉄道 

  JR函館本線が通っており、快速列車「エアポート」を利用することにより、小樽駅から

札幌駅まで約 40分、新千歳空港駅まで約 70分でアクセス可能である。 

○ 空港   

小樽市に空港は存在しない。国内航空路線の基幹空港として、また、北海道における国

際航空の拠点として重要な役割を担っている新千歳空港は、国内便 26 路線、国際便 16路

線が就航し、3,000ｍの滑走路が 2 本整備されており、当市から、鉄道で約 70分、高速道

路利用により約 80分でアクセス可能である。また、札幌市中心部から約 12㎞、車で約 20

分の近距離に位置している札幌飛行場（通称：丘珠空港）は、1,500ｍの滑走路が整備さ

れ、道内便 5 路線が就航しており、当市から高速道路利用により約 45 分でアクセス可能

であり、札幌圏と道内地方拠点都市とを結ぶ、空のネットワークの拠点空港として重要な

役割を担っている。 

○ 港湾 

  小樽港は北海道西部の積丹半島東側に位置し、北、西、南の三方が山に囲まれており、

天然の良港となっている。札幌市までは約 40kmの距離にあり、高速自動車道でのアクセ

スが良好である。明治 41 年完成の小樽港北防波堤は日本国内初となる斜塊構造が採用さ

れ、「土木学会選奨土木遺産」に選定されているほか、「小樽みなとと防波堤」として「北

海道遺産」にも選定されている。平成 17 年には外国船籍の入港 4 万隻を達成するなど、

日本海側の重要港湾として認知度は高く、とりわけ自動車航送船（フェリー）の入港総ト

ン数は 934万トンを誇っていることから、札幌圏へのトラック輸送の拠点となっている。 

  平成 23年には日本海側拠点港（外航クルーズ）に選定され、近年は、10万トン級のダ

イヤモンド・プリンセス号など、大型クルーズ船が年間 25 回ほど寄港している。道内有

数の寄港地としても知られ、「環日本海クルーズ普及」に向けた取組を行っている。 

  石狩湾新港は日本海に臨む石狩湾のほぼ中央に位置し、北海道の政治経済の中心である

札幌圏に位置する港湾である。また、札幌市中心部からは北に約 15 ㎞という近距離に位

置し、札幌圏における海の玄関口になっており、物流・産業拠点として、さらに、日本海

沿岸地域及び北方圏諸国等との経済交流の拠点として重要な役割を担っている。平成 9 年

には、アジアを代表するハブ港・韓国釜山港との間に外貿定期コンテナ航路が開設され、

平成 12 年には道内の港湾の中で最短で外航船 1,000 隻を達成、平成 18 年には水深 14ｍ

岸壁を有する西地区多目的国際物流ターミナルの供用が開始されるなど港勢も順調に進

展している。現在では、札幌圏の物資需要や生産・経済活動に欠かせない都市型港湾とし

ての役割を果たしている。また、平成 15年の「総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）」

の指定により、広域的な静脈物流の拠点港であるとともに、札幌圏への石油製品等の供給

拠点として、エネルギーセキュリティーを確保する上からも重要な役割を担っている。 

なお、当市における港湾計画においては、港湾を中心とした土地の利用や交通体系の強

化などが計画されており、当該港湾計画に関連した促進区域を設定するにあたっては同計

画と調和して整合を図るものである。 

 

【産業構造】 

○ 小樽市は、古くから勝納川の両岸の市街地に、機械・金属などの工場が集積していると

ともに、小樽の安全でおいしい水を使った日本酒をはじめ、ワイン、地ビールなどの酒造
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りが盛んに行われている。さらには、かつてニシン漁で栄えた高島地区、祝津地区での水

産加工など、中小の地場企業を中心に堅調な実績を上げている。 

  近年、札幌市手稲区に隣接する銭函 3 丁目地区の工場適地には、食料品や機械・金属、

プラスチック製品製造などの多様な業種の企業が立地し、「小樽市銭函工業協同組合」に

より地域内企業間交流が活発に行われ、独創的な技術や新商品の開発に繋がっている。さ

らに、石狩湾新港工業流通団地の銭函 4 丁目、5 丁目地区においては、積極的な企業誘致

により食料品の製造・加工及び物流関連を中心とした企業が約 40社集積している。特に、

冷凍冷蔵倉庫は約 10社集積するなど、道内随一の規模を誇るとともに、食料品製造業は、

地域の雇用と経済を支える主要産業のひとつとなっている。 

   また、最近は年間 790万人超の観光客が訪れる観光都市としての知名度アップに伴い、

市中経済に与える観光関連産業の影響も年々強まっており、特に、東アジアからの観光客

が増加傾向にあることから、東アジアへの「小樽ブランド」の販路拡大、販路開拓の取組

を官民一体となって進めている。 

   なお、小樽市の製造品出荷額等は約 1,731 億円（平成 26年工業統計調査）、卸売業販売

額は約 1,520 億円（平成 19年商業統計調査）となっている。また、事業所数については、

238事業所（平成 26年工業統計調査）で、食料品製造業は 4 割強を占めている。 

 

  
（出典：平成 26年工業統計調査） 

 

             
（出典：平成 26年工業統計調査） 
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【人口分布の状況】 

○ 小樽市における平成 29 年 8 月末現在の住民基本台帳によれば、総人口 119,492 人の

47.32％に当たる 56,537 人が中心市街地である JR小樽駅・JR南小樽駅・JR小樽築港駅が

所在する中部地区に集中している。その他、同じく 31.26％に当たる 37,358 人が札幌市

と隣接している JR朝里駅・JR銭函駅の所在する東南部地区に居住し、同じく 21.42％に

当たる 25,597 人が農業や漁業の中心である JR塩谷駅・JR蘭島駅を擁する北西部地区に

居住している。JR小樽駅を基点として、東高西低の人口分布となっているが、これは JR

小樽駅が快速エアポートの終着駅であり、駅前にはバスターミナルが所在するなど、交通

の要所であることが理由として挙げられる。 

○ 平成 17 年国勢調査における小樽市の人口は 142,154 人、うち中部地区は 67,011 人

（47.1％）、北西部地区は 32,689 人（23.0％）、東南部地区は 42,454 人（29.9％）であっ

たことを考えると、札幌市に近い東南部地区に人口分布が移りつつあると推察される。 

  

   
 

 

 

 ─ ⌐╟╢ ⌐ ∆╢  

（１）目指すべき地域の将来像の概略 

小樽市は、明治・大正・昭和初期を通じて、北海道の物流拠点として発展した小樽港と、

道央圏における物流需要の増大に対処して開発された石狩湾新港の 2 つの重要港湾を有

している。小樽港の後背地には技術力の高いものづくり関連産業（機械・金属・プラスチ

ック・ゴム）のほか、小樽運河周辺を中心に観光関連産業が集積しており、石狩湾新港の

後背地には札幌圏と隣接する強みを生かした物流関連産業や飲食料品製造関連産業、風

力や LNGなどの環境・エネルギー産業が集積している。 

このため、従業者数の約 2 割強、売上高の 3 割強、付加価値額の約 3 割を占める製造業

と、従業者数の約 2 割強、売上高の約 3 割、付加価値額の約 2 割を占める卸売業・小売業

を中心とする経済構造をなしている。これらの機械・金属・プラスチック・ゴムなど高い

0
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（出典：小樽市総合戦略） 
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技術力を有する企業や、ワイン・日本酒・ビールなど高い醸造技術を有する企業、水産加

工品・菓子など高い加工技術を有する企業が集積していることを背景に、成長性の高い分

野への新規参入を後押ししつつ、ロボット・IoT・人工知能などの活用することで生産性

を劇的に押し上げることにより、地域における雇用の質を向上させる。 

製造業における未来投資や生産性革命が進むことにより、小樽市の強みである観光関

連産業（宿泊業・飲食サービス業など）や物流関連産業（卸売業・小売業など）をはじめ、

他産業にも高い経済波及効果が期待できる。それに加えて、インバウンドの獲得や輸出の

拡大などで域際収支を拡大するとともに、風力等のエネルギー資源の有効活用により、さ

らなる地域経済の好循環を目指す。 

 
 

 

（２）経済的効果の目標 

【経済的効果の目標】 

 現状 計画終了後 増加率 

地域経済牽引事業に

よる付加価値創出額 

－ 284百万円 － 

（算定根拠） 

・1 件あたり平均 40 百万円の付加価値額を創出する地域経済牽引事業を 5 件創出し、これ

らの地域経済牽引事業が促進区域内で 1.42 倍の波及効果を与え、促進区域で 284百万円

の付加価値額を創出することを目指す。 

・284 百万円は、促進区域の全産業付加価値（175,787 百万円）の約 1％に相当することか

ら、地域経済に与える影響は大きい。 

・また、KPIとして、地域経済牽引事業の新規事業件数、地域経済牽引事業の平均付加価値

創出額、地域経済牽引事業の新規雇用者数を設定する。 

（出典：RESAS） 
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【任意記載のＫＰＩ】 

 現状 計画終了後 増加率 

地域経済牽引事業の

新規事業件数 

 5 件  

地域経済牽引事業の

平均付加価値創出額 

 40百万円  

地域経済牽引事業の

新規雇用者数 

 3 人  

    
 

 

 ≤⇔≡ ╘╠╣╢ ⌐ ∆╢  

本計画において、地域経済牽引事業とは以下の（１）～（３）の要件を全て満たす事業を

いう。 

 

（１）地域の特性の活用 

「５ 地域経済牽引事業の促進に当たって生かすべき自然的、経済的又は社会的な観点

からみた地域の特性に関する事項」において記載する地域の特性及びその活用戦略に沿っ

た事業であること。 

 

（２）高い付加価値の創出 

地域経済牽引事業計画の計画期間を通じた地域経済牽引事業による付加価値増加分が 3，

920万円（北海道の１事業所あたり平均付加価値額（経済センサス－活動調査（平成 24年））

を上回ること。 

 

（３）地域の事業者に対する相当の経済的効果 

地域経済牽引事業計画の計画期間を通じた地域経済牽引事業の実施により、促進区域内

において、以下のいずれかの効果が見込まれること。 

①促進区域に所在する事業者間での取引額が開始年度比で 14％増加すること 

②促進区域に所在する事業者の売上げが開始年度比で 14％増加すること 

③促進区域に所在する事業者の雇用者数が開始年度比で 10％または 3 人以上増加するこ

と 

 

なお、（２）（３）については、地域経済牽引事業計画の計画期間が５年の場合を想定して

おり、それよりも計画期間が短い場合は、計画期間で按分した値とする。 

 

 

 ─ ⌐⅔™≡ ⌐ ⌐ ─ ╩ ╢═⅝

╩ ╘╢ ⌐№∫≡│⁸∕─  

本計画では設定しない。 
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 ─ ⌐ √∫≡ ⅛∆═⅝ ⁸ │ ⌂ ⅛╠╖√

─ ⌐ ∆╢  

（１）地域の特性及びその活用戦略 

 ①小樽市の小樽運河・石造倉庫群等の観光資源を活用した観光関連分野 

 ②小樽市の金属製品製造業・プラスチック製品製造業等の集積を活用したものづくり関連

分野 

 ③小樽市の札樽自動車道・小樽港・石狩湾新港等の交通インフラを活用した物流関連分野 

 ④小樽市の食料品製造業の集積を活用した食料品製造関連分野 

 ⑤小樽市の風力等のエネルギー資源を活用した環境・エネルギー分野 

 

（２）選定の理由 

 ①小樽市の小樽運河・石造倉庫群等の観光資源を活用した観光関連分野 

小樽市は、明治初期から北海道の海の玄関としての役割を担い、明治・大正・昭和初期

を通じて北海道の物流拠点、国内有数の商工港湾都市として発展した。昭和 61 年に小樽

運河の再開発を行って以降、明治～昭和初期の面影を街並みに色濃く残し、情緒あふれる

雰囲気を持つ小樽は、国内でも有数の観光都市として成長し、現在は年間約 790万人もの

観光客が訪れている。 

 

＜小樽市の観光客数の推移＞ 

 

（出典: 小樽市産業港湾部観光振興室） 

 

当市は、小樽運河と石造倉庫群、重要文化財の旧日本郵船小樽支店や旧日本銀行小樽支

店（現金融資料館）をはじめ、歴史的建造物が多数現存する街並みが魅力の源泉となって

おり、地域ブランド調査 2017（ブランド総合研究所）においては魅力度 4 位にランキング

されている。この背景として、昭和 58年に漁業用の木骨石造倉庫を「北一硝子三号館（硝

子製品ショップ・喫茶スペース）」として再利用したことをきっかけに、歴史的建造物等の

商業利用が一大ムーブメントとなり、市内中心部における街並みが保存されてきた歴史が

ある。また、臨港道路建設に伴う小樽運河埋め立て計画に対して、昭和 48 年から始まっ

た小樽運河保存運動が全国的に取り上げられたことや、昭和 45 年に当時の国鉄が始めた

( 千人)  
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ディスカバージャパン・キャンペーンで個人旅行客が増加したことなどにより、風情ある

街並みや硝子製品などの地場産業、豊かな食文化が広く知られるようになり、観光関連事

業者も、歴史的建造物の店舗・レストラン利用など独自の事業展開をするようになった。 

平成 29 年 9 月には旧北海道拓殖銀行小樽支店、旧高橋倉庫、旧三井銀行小樽支店を再

利用した美術品・工芸品展示スペース「小樽芸術村（ニトリホールディングス）」がオープ

ンするなど、近年は歴史的建造物等を活用した投資が加速化し、小樽観光に第二の波が訪

れていることから、観光資源である歴史的建造物などの建築ストックを活かした街の魅力

づくりや、硝子産業、自然・景観、産業遺産など、豊かなコンテンツを活かした体験型ツ

ーリズム観光の推進によりインバウンドの誘致に取り組んでいる。 

また、小樽市は、寿司屋通りと言われる寿司屋が並ぶ場所があるなど、市内に 100軒を

越える寿司店が集積しているほか、明治創業の造り酒屋や、北海道最大のワインメーカー、

和洋さまざまなスイーツ、ガラスやオルゴール等の土産物など、観光資源も豊富に存在す

る。 

以上を踏まえ、地域の特性である小樽運河・石造倉庫群等の歴史的建造物と、飲食・小

売業との連関強化による地域経済牽引事業を創出することで、外国人観光客数の増加や、

U・I ターン移住者の増加、第二創業などの起業者の増加を促し、交流人口や流入人口の増

加による地域の付加価値額の増加を図っていく。 

 

②小樽市の金属製品製造業・プラスチック製品製造業等の集積を活用したものづくり関連

分野 

小樽市は、北海道で最初に鉄道が開通したほか、石炭の積出港として小樽港が整備され

るなど、古くから北海道開拓の拠点として栄えた歴史を有し、鉄道の機関車部品から始ま

った鋳物や金属製品をはじめ、北洋漁業関連の製缶や金型、積雪寒冷地に不可欠な不凍水

栓など、高い技術力を有するものづくり関連企業が約 40 社集積している。また、北海道

の農水産業を支える包装資材や、土木・建築用資材に幅広く使われているプラスチック製

品、長靴をはじめ工業用ゴムや防舷材などのゴム製品など、北国の生活を支えてきた高い

技術力を有するものづくり関連企業（プラスチック・ゴム）も約 20社集積している。 

当市における製造業の付加価値額は 30,439 百万円、全産業における付加価値額の約 3

割に相当するなど、ものづくりの街という側面を持っている。うち金属製品製造業の付加

価値額は 3,510 百万円（12％）、プラスチック製品製造業の付加価値額は 3,794 百万円

（12.9%）であり、これらものづくり関連業種で製造業全体の約 30%を占めている。また、

製造業における製造品出荷額においても、ものづくり関連業種で約 23％を占めている。  
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＜小樽市の製造業における付加価値額割合＞ 

 

 

 

＜小樽市の製造業における製造品出荷額割合＞ 

     

（出典：平成 26年工業統計調査）    

これらものづくり産業においては、人手不足などを背景として生産性の向上や効率化を

図る設備投資が活発化していることから、当市としてもロボット・IoT・人工知能を活用し

た最先端技術の導入や、ビッグデータの活用により生産性を押し上げ、地元企業の稼ぐ力

を引き出すため、「小樽市企業立地促進条例」に基づく固定資産税や都市計画税の優遇措

置などの支援を行っているところである。 

（出典：RESAS） 

プラスチック 
製品製造業 
12.9％ 

ḱ  

ḱ  

  6%  

 

 

  8%  
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今後、産業用ロボットや航空機、自動車などの成長分野が、日本のものづくりを牽引し

ていくためにも、これを支える部品・素材型産業に求められるニーズがますます高まると

予想されるため、当市の地域の特性である金属製品製造業・プラスチック製品製造業等の

集積を生かし、ものづくり関連の地域経済牽引事業を創出することで、高い技術力を有す

るものづくり企業の設備投資の促進を図り、付加価値額の増大や雇用の拡大を図る。 

 

③小樽市の札樽自動車道・小樽港・石狩湾新港等の交通インフラを活用した物流関連分野 

小樽市は、高速道路の札樽自動車道（道央自動車に連結）や、札幌市に至る国道 5 号・

道道新川通、千歳市に至る国道 337号など、道路交通ネットワークが充実している。加え

て、北海道横断自動車道（余市 IC～小樽 JCT間）が平成 30年度に開通予定である。 

港湾については、貿易額が 32,203 百万円で道内 6 位、取扱貨物量が 10,896,754 トンで

道内 5 位、外貿コンテナ取扱個数が 14,225TEUで道内 4 位を誇る小樽港と、貿易額が

103,326百万円で道内第 3 位、取扱貨物量が 5,956,734 トンで道内第 6 位、外貿コンテナ

取扱個数が 50,775TEUで道内第 2 位である石狩湾新港の 2 つの国際港湾を抱えている。 

航路については、新日本海フェリー㈱の国内航路（小樽⇔舞鶴、小樽⇔新潟）、神原汽船

㈱の中国定期コンテナ航路（小樽⇔上海⇔青島⇔大連）、NAVISSHIPPINGJSCのロシア RO-

RO船定期航路（小樽⇔ウラジオストク）、高麗海運と興亜海運の共同運航による韓国・中

国航路（石狩⇔釜山⇔青島、石狩⇔釜山⇔天津）、長錦商船の韓国航路（石狩⇔釜山）など

の外貿定期コンテナ航路が就航している。 
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（小樽市と周辺自治体の交通インフラの概略図） 

 

これら交通インフラと、大消費地である札幌圏に隣接する優れた立地環境から、石狩湾

新港地域（工業団地）には約 6 万トンの冷凍収納能力を誇る横浜冷凍㈱石狩物流センター

及び同第 2 物流センターをはじめ、日本アクセス北海道㈱、東洋水産㈱北海道事業部など

の冷凍冷蔵倉庫群が集積しており、その収容能力は 27万トンと道内随一を誇っている。 

小樽市における運輸業・郵便業の付加価値額についても、道路運送貨物業や、運輸に附

帯するサービス業、倉庫業を含め 9,600 万円（平成 24 年）となっており、市の付加価値

額の約 9.0％を占める重要な産業となっている。 

これら冷凍冷蔵倉庫群は、食料品の移輸出に必要なインフラであることから、後述④の

活用戦略である「食料品製造関連分野」における域外への販路拡大にも資するものである。

また、小樽市や札幌市には、小売業や飲食料品製造業が集積していることから、物流共同

化（クロスドッキング）などを推進することで、北海道全体の物流効率化に寄与すること

が可能である。 

さらに、小樽市では、物流関係の設備投資に対し、「小樽市企業立地促進条例」により、

固定資産税等の課税免除制度の創設などの措置を講じ、これら産業の集積を図っている。 

今後も、こうした地域の特性である札樽自動車道・小樽港・石狩湾新港等の交通インフ

ラを生かし、物流関連の地域経済牽引事業を創出することで、道央地域の物流の拠点とし

ての機能整備をさらに推進し、地域事業者の稼ぐ力を向上させ、地域全体の付加価値額の

増加につなげていく。 
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④小樽市の食料品製造業の集積を活用した食料品製造関連分野 

小樽市は、食料品製造業の集積が進んでおり、事業所数は約 110社、小樽市における製

造業の付加価値額の約 5 割にあたる 14,902 百万円を食料品製造業及び飲料・たばこ・飼

料製造業が占めている。うち水産加工業を中心とする食料品製造業は、事業所数の 4 割強、

従業者数の 5 割強、製造品出荷額等の約 5 割を占めており、すけとうだら・ほっけ・かれ

いなどの良質で安全な水産資源を活用した水産加工品や、これらの生産に不可欠なたれ・

調味液などについて、高い生産技術を有している。 

 

＜小樽市の製造業における付加価値額割合 ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：RESAS） 

飲料・たばこ・
飼料製造業 

4.5％ 
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＜小樽市の製造品出荷額＞ 【以下の 3 つのグラフの出典：平成 26年工業統計調査】 

 

＜小樽市の製造業の事業所数＞ 

 

＜小樽市の製造業の従業者数＞ 

 

   

 

また、小樽市では、いちご・さくらんぼ・プラム・ミニトマトなどの生産も盛んであり、

札幌の市場において高値で取引されている。これらの産品は、少量多品種であまり市場に

出回らず、加工に向かないとされる反面、未利用・未活用の野菜や果実が流通過程で生じ

ることから、これをスイーツなどに積極的に活用する 6 次産業化を推進している。 

このほか、ワインの製造過程で生じる残渣などを活用した機能性食品・化粧品の開発し

ているワインメーカー、未利用資源である鮭の皮からコラーゲンを抽出し、機能性食品・

化粧品の原料として供給する水産加工会社など、特色のある企業が立地している。 

ḱ  

ḱ  

  6%  

 

 

  8%  
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また、酒蔵を観光資源として活用し、年間 20 万人の観光客を集める酒造会社も立地し

ており、前述①の活用戦略である「観光関連分野」における体験型ツーリズム観光の推進

にも繋がり、インバウンド誘致による域外収支の拡大も期待できる。 

以上を踏まえ、食料品製造業の集積を生かし、食料品製造関連の地域経済牽引事業を創

出することで、企業の付加価値の高い製品作りの更なる支援と、それら取組を観光分野に

も波及させ、地域経済の稼ぐ力の増加を目指す。 

 

⑤小樽市の風力等のエネルギー資源を活用した環境・エネルギー分野 

小樽市の石狩湾新港地域は、年間の平均風速が全国第 3 位の 7.3ｍ/ 秒と風況に恵まれ

た広大な土地を有していることから、大型風力発電の計画が進行している。具体的には、

エコ・パワー㈱が 6,600KWの風力発電「石狩湾新港ウィンドファーム」を稼働しており、

㈱グリーンパワーインベストメントが 100MW級の洋上風力発電事業実施を予定している

ほか、複数の風力発電事業者も参入に向けて検討しているところである。 

 

＜年平均風速の比較表＞ 

 

   

平成 23 年 3 月の東日本大震災を契機に、原子力発電からのエネルギー転換が進展して

おり、企業においても夏季間の節電など、省エネルギーへの意識が醸成されていることか

ら、環境負荷の少ない自然エネルギーの需要はこれからも高まると推測される。 

このような中、後背地に工業団地を抱えている石狩湾新港地域（銭函 4・5 丁目）にお

いて、風力発電などの再生可能エネルギーが活用できる環境が整えば、エネルギーの地産

地消が可能となり、電気料金の軽減による経営基盤の強化や競争力の向上を図ることが可

能である。 

また、小樽市では、民間活力による条件の整った風力発電事業等を「小樽市企業立地促

進条例」に基づく固定資産税や都市計画税の優遇措置等により支援するとともに、今後も

「小樽市環境基本計画」に基づき、環境負荷の少ないエネルギーの普及に向けた情報収集

（出典:国土交通省港湾局） 
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や研究を進めるなど、再生可能エネルギーの利活用の促進を図っていく予定である。 

また、石狩湾新港の中央地区はエネルギー供給拠点として、北海道唯一の LNG輸入基地

である北海道ガス㈱の石狩 LNG基地が存在する。この LNGを活用すべく、現在、北海道電

力㈱が石狩湾新港発電所（平成 31 年 2 月運転開始予定）を、また、北海道ガス㈱が高効

率ガス発電設備（平成 30年 10月運転開始予定）を建設中であり、環境負荷の低いエネル

ギー関連産業の進出が着々と進行している。 

以上を踏まえ、小樽市の地域の特性である風力やＬＮＧを生かして、環境・エネルギー

の地域経済牽引事業を創出することで、本資源を活用する産業への更なる投資を促進し、

地域全体の付加価値額の増加につなげていく。 

 

 

 ─ ⌐ ∆╢ ─ ⁸ ─♃כ♦ ─ ∕─ ─

─ ⌐ ⌂ ─ ⌐ ∆╢  

（１）総論 

「５ 地域経済牽引事業の促進に当たって生かすべき自然的、経済的又は社会的な観

点からみた地域の特性に関する事項」に記載している小樽市の様々な特性を生かした

地域経済牽引事業を支援していくためには、地域の事業者のニーズをしっかりと把握

し、適切な事業環境の整備を行っていく必要がある。 

事業者ニーズを踏まえた各種事業環境整備に当たっては、国の支援策の活用も検討

するなど、事業コストの低減や小樽市独自の強みを積極的に活用する。  

 

（２）制度の整備に関する事項 

 ① 不動産取得税等の課税免除措置 

    北海道では、活発な設備投資が実施されるよう、一定の要件を課した上で、不動産

取得税等の課税免除措置に関する条例を制定しており、地域経済牽引事業の用に供

する施設を設置した場合の不動産取得税及び道固定資産税についても対象となって

いる。  

 

 ② 小樽市企業立地促進条例に基づく課税免除 

    小樽市は、企業誘致の推進や設備投資の促進により、地場産業を活性化し雇用機

会を拡大するため、固定資産税・都市計画税の課税免除措置に関する条例を制定し

ており、地域経済牽引事業の用に供する施設を設置した場合についても対象となっ

ている。  

 

 ③ 小樽市中小企業振興基本条例に基づく制度融資 

小樽市は、中小企業等の金融の円滑化と、設備の近代化・合理化を促進するため、

市内金融機関の協力のもと、低利な融資制度を設けており、国や北海道の融資制度

との併用を前提に、経済情勢に対応した見直しを随時行なっている。 
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（３）情報処理の促進のための環境の整備（公共データの民間公開に関する事項等） 

 ① オープンデータ化の推進 

    当市が有する公共データについて、年齢構成・異動事由・町丁目別世帯数などの人

口データについては、既にオープン化を行っているところであるが、地域経済牽引

事業計画において使用を求められるデータについては、十分な情報セキュリティを

確保した上で、データの公開を推進していく。 

  

（４）事業者からの事業環境整備の提案への対応 

 ① ワンストップ窓口の設置 

    北海道経済部産業振興局産業振興課内及び小樽市産業港湾部産業振興課内にワン

ストップ窓口を設置し、事業者からの経営相談や各種支援制度に関する問い合わせ

に対応するほか、事業環境整備の提案を受けた場合についても、北海道及び市の関

係部局と協議しながら対応していくものとする。 

  

（５）その他の事業環境整備に関する事項 

 ① 各地域経済牽引事業の支援に向けた組織人員体制の構築 

    小樽市では、「５ 地域経済牽引事業の促進に当たって生かすべき自然的、経済的

又は社会的な観点からみた地域の特性に関する事項」に記載する地域の特性を踏ま

え、組織及び人員体制を構築するとともに、地域経済牽引事業をきめ細やかに支援

するため、各分野の事業者のニーズを確実に把握しつつ、適切な事業環境の整備を

行っていく。 

 

 ② 就労希望者向けセミナーの開催 

    小樽市での就労を希望する者を対象とした就労支援セミナーを開催し、市内居住

者の雇用創出を図るとともに、市内企業における人材確保の支援を行っていく。 

  

③ 新規学卒者とのマッチング（合同企業説明会の開催など） 

就職を希望する高校生等を対象として、就職に向けた不安払拭、意欲向上のため、

企業見学会や企業情報の提供を行い、意見交換等ができる機会を設ける。 

 

④ 石狩湾新港地域における新たな開発の実施 

   石狩湾新港地域の小樽市域における新たな企業の誘致や事業の拡大等に向けた取

組として未造成地の開発を行う。 

 

（６）実施スケジュール 

取組事項 平成 29年度 

（初年度） 

平成 30年度 平成 31～33 年

度 

平成 34年度 

（最終年度） 

【制度の整備】 

①不動産取得

税等の課税免

除措置 

平成 29年 12月

条例施行済み 

運用 運用 運用 
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②小樽市企業

立地促進条例

に基づく課税

免除 

運用 運用 運用 運用 

③小樽市中小

企業振興基本

条例に基づく

制度融資 

運用 運用 運用 運用 

【情報処理の促進のための環境整備（公共データの民間公開等）】 

①オープンデ

ータ化の推進 

公 開デ ータ の

整理、セキュリ

テ ィシ ステ ム

の確保 

データ公開シス

テムの構築 

運用 運用 

【事業者からの事業環境整備の提案への対応】 

①ワンストッ

プ窓口の設置 

基 本計 画の 同

意 に合 わせ た

窓口の設置 

運用 運用 運用 

【その他】 

①本地域の特

性を活かした

組織人員体制

の構築 

機 構改 革に 向

け た庁 内外 の

調整 

機構改革の実施 人 員 の 継 続 配

置 

人 員 の継 続配

置 

②就労希望者

向け説明会の

開催 

2 月実施 年 1 回実施 同左 同左 

③新規学卒者

とのマッチン

グ（合同企業説

明会の開催な

ど） 

6 月実施 年 1 回実施 同左 同左 

④石狩湾新港

地域における

新たな開発の

実施 

関 係機 関と の

協議、実施設計 

造成工事実施 分譲開始 同左 

     
 

 

 

 ⅜ ℮ ─ ─ ┘ ⌐ ∆╢  

（１）支援の事業の方向性 

   地域経済牽引事業の促進にあたっては、本促進区域に隣接する札幌市に所在する( 公

財) 北海道中小企業総合支援センターや、地方独立行政法人北海道立総合研究機構、国
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立研究開発法人産業技術総合研究所のほか、本促進区域に所在する教育研究支援組織

である小樽商科大学グローカル戦略推進センターや、小樽商工会議所などの地域に所

在する経済団体などが各々の特性を活かした連携を行うことで、支援事業の効果を最

大限に発揮する必要がある。 

地域に蓄積された技術や人材などの産業資源を活用し、新事業の創出を図ることを

目的として、平成 11年 2 月に「新事業創出促進法」が施行されたことを受け、平成 12

年 7 月に北海道は「北海道新事業創出基本構想」を策定し、新事業を創出するための

地域プラットフォームの整備を図っているところである。 

こうして整備された「ほっかいどう地域プラットフォーム」は、（公財）北海道中小

企業総合支援センターを中核機関として、「技術開発支援・技術移転」「資金供給」「イ

ンキュベート」「経営改善支援」「販路開拓」「情報提供・コーディネート」「人材育成」

「地域相談窓口」の機能を持ち、新事業創出を支援する総合支援体制を構築しており、

研究開発から事業化までをその他の支援機関の緊密な連携のもと、事業の発展段階に

応じて総合的な支援を行っている。 

 

（２）地域経済牽引支援機関が行う支援の事業の内容及び実施方法 

① 独立行政法人日本貿易振興機構 ジェトロ北海道 

  日本貿易振興機構（JETRO）は、70ヶ所を超える海外事務所ならびに約 40ヶ所の

国内拠点からなる国内外ネットワークを活かし、農林水産物・食品の輸出や中小企

業等の海外展開支援を行っている。ジェトロ北海道も道内企業の海外事業活動実態

調査などを行い、北海道の輸出入取引や国際ビジネス・産業交流を促進するための

情報を提供するなど、北海道の中小企業の海外展開支援を行っている。 

小樽市（JETROの賛助会員）においても、中国・香港・台湾・シンガポール・ベト

ナム・タイなど、輸出拡大や海外進出を目指す市内企業が増えているものの、自社

拠点で海外展開を行っている企業は 2 社であることから、海外との取引実績に乏し

い市内企業のアドバイザーとして情報提供などを行うほか、海外での展示会・商談

会の開催支援を行う。 

 

② 地方独立行政法人北海道立総合研究機構 

 北海道立総合研究機構は、平成 22年に 22の道立試験研究機関を統合して発足して

以来、農業、水産、森林、産業技術、環境・地質、建築など 6 つの研究本部で構成さ

れ、各分野に関する試験、研究、調査、普及、技術開発、技術支援に取り組んでいる。

大学や企業など外部の様々な機関とも連携しながら、複合的な試験研究、技術支援を

推進しており、北海道内の産業高度化や経済の活性化及び北海道民の暮らしの向上を

図っている。 

 本促進区域の近隣自治体には、工業試験場（札幌市）、中央水産試験場（余市町）、

食品加工研究センター（江別市）などが所在し、これまで食品関連産業を中心として

市内企業とも研究開発に取り組んでおり、さらに、分野の異なる研究本部間の連携を

推進するうえで、北海道立総合研究機構の相談機能を活用している。北海道立総合研
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究機構は、相談機能の充実強化を図るため、北海道立総合研究機構の連携推進部内に

ワンストップ窓口を設け、研究機関の紹介や分析や技術に関する相談に対応する。 

 

③ 公益財団法人北海道中小企業総合支援センター 

   北海道中小企業総合支援センターは、「ほっかいどう地域プラットフォーム」の中

核的な支援機関であるとともに、「都道府県中小企業支援センター」に位置づけられ

ており、国や地域の各支援機関と連携を図りながら、新規事業化や経営の向上を目

指す創業者・中小企業者を支援している。 

   よろず支援拠点等による各種相談への対応をはじめ、新製品開発や販路開拓等の

取組への助成、受注機会の確保・拡大を図る商談会の開催、経営革新に必要な機械整

備の貸与などに取り組むとともに、新たに事業承継の円滑な促進を図るため「北の

ふるさと事業承継支援ファンド」を組成し、その運営を開始している。そのほか、国

や道の関連施策の積極的な導入による支援機能の強化に努めるなど、中小企業・小

規模事業者への決め細やかな形成支援に取り組んでいる。 

 

④ 国立大学法人小樽商科大学グローカル戦略推進センター 

   小樽商科大学の地域共同研究センターである「ビジネス創造センター」は、北海道

における産学官連携の拠点として、また、地域のシンクタンクとして機能を果たし

てきたが、平成 27年 4 月に教育・国際交流・産学間連携などの機能を融合し、全学

的な教育研究支援組織である「グローカル戦略推進センター」として改編された。 

   同センターは、教育支援部門、グローカル教育部門、産学官連携推進部門、研究支

援部門の 4 部門で構成され、これらが相互に連携しあうことで北海道における経済

活性化の拠点となることを目指している。 

同センターの産学官連携推進部門は、北海道の産業競争力を強化するため、道内

の理工系大学との大学連携事業などを推進しているほか、地域の産業界や他大学、

行政機関と、より緊密な連携活動を行うためのビジネス開発プラットフォームの形

成に取り組んでいる。また、研究支援部門は地域指向型研究プロジェクトの推進な

ど、従来行ってきた地域研究を深化させることで、産学官連携部門をバックアップ

している。 

  

 ⑤ 小樽商工会議所 

    小樽商工会議所は、本促進区域を代表する経済団体であり、「産み育てる力・働き

稼ぐ力・次世代につなげる力」の好循環となるまちづくりを目指し、「地産志食しり

べし」キャンペーンの推進による 1 次・2 次産業の振興、「市内買物運動」の推進に

よる中心商店街の活性化、「北運河及び周辺地域の観光戦略プラン」の策定や小樽観

光戦略構想の実現など、地域振興策を推進している。 

    また、経営発達支援計画の策定、小規模事業者への伴走方支援や創業希望者のワ

ンストップ相談窓口、「創業支援サポート連携事業」の運営など、中小企業・小規模

事業者の財政基盤強化に努めており、関係機関との連携により地域経済牽引事業計

画の策定支援も行う予定である。 
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 ─ ∕─ ─ ⌐ ⇔ ∆═⅝  

（１）環境の保全 

新規開発を行う場合は周辺土地利用に鑑み、可能な限り自然環境に影響を与えない

よう配慮する。具体的には、環境保全関係部署（生活環境部環境課）と協議をしなが

ら、関係法令の遵守や、環境保全・環境負荷の軽減のための十分な配慮を行うととも

に、環境保全に配慮した地域経済牽引事業の活動の推進を図る。 

特に、大規模な地域経済牽引事業を行なう場合は、当該事業の活動等が住民の理解

を得られるよう、必要に応じて事業者と連携して住民説明会を実施するなど、周辺住

民の理解を得られるようにする。また、廃棄物の軽減やリサイクルの積極的な推進、再

生可能エネルギーの利活用、地球温暖化対策などについて必要な情報提供を行い、廃

棄物の不法投棄防止や、地域の環境に対する規範意識の向上を図るため、広報啓発活

動を推進する。 

                       

（２）安全な住民生活の保全 

   住民が安全・安心に暮らせるよう、また、地域経済牽引事業が円滑に促進できるよ

う、犯罪・事故の防止や災害対策の強化に努める。地域住民に対し、防犯・交通事故防

止の啓発を行うとともに、津波浸水想定の見直しや「小樽市地域防災計画」の検討・加

除などを行う。住民や事業者の防犯・防災を高めるとともに、関係機関の緊密な連携の

もと、地域の防犯・防災体制の強化を図っていく。 

ただし、本促進区域は銭函工業団地・石狩湾新港地域として、小樽市都市計画におい

て工業専用地域・工業地域・準工業地域に定められており、工場等が集積しているエリ

アと住民生活エリアが分離されていることから、安全な住民生活の保全は一定程度な

されているが、企業に対しては最大限の配慮を促す。 

 

（３）その他 

 ① PDCA体制の整備等 

    北海道と小樽市は、毎年 6 月に「札幌臨海小樽・石狩地域産業活性化協議会」に

おいて本計画と承認地域経済牽引事業計画に関する点検・評価を実施し、効果の検

証を行なうとともに、必要に応じて事業の見直しを行なう。 

 

 

 

 

 ─ ╩ ╢√╘─ ─ ╩ ℮ ⌐№∫≡│⁸∕─

⌂  

 本計画では、土地利用の調整を行わない。 

    

 

  

本計画の計画期間は、計画同意の日から平成 34年度末日までとする。 
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